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て廃止する｡」「集会所事業は、平成23年度をもって廃止する」「隣保館事

業は、平成23年度をもって廃止する」「人権保育は、平成23年度をもっ

て廃止する」などと記載されており、表題の「民間運動団体への対応」の

枠をはるかに超え、従来本庄市において実施されてきた同和行政を突然全

廃する内容であった。

そして、2012年（平成24年）3月21日、本庄市議会は同和行政関

連条例の廃止条例を採択し､本庄市における同和行政は全廃されることとな

った。

（2）被控訴人上里町について

上里町長である関根孝道及び上里町教育長である山下武彦は、2011

年（平成23年）12月20日に、「今後の同和問題に関する民間運動団体

への対応について」と題する文書を発表した（甲ハ10号証)。

当該文書は、「情勢の変化等もあり「民間運動団体への対応｣、「運動団体

支部活動費補助金」について再検討した結果、上里町の同和問題に関する対

応について下記のとおり決定をいたしました」として、「｢今後の同和行政基

本方針｣、「今後の同和教育基本方針｣、「上里町人権・同和行政実施計画」に

ついては、平成23年12月28日をもって廃止する｡」「あらゆる民間運動

団体及びその上部団体が主催又は関係する話し合い、研修会、総会等一切の

事業に対応しない」「集会所事業、隣保館事業については、平成24年度を

もって廃止する」などと記載されており、表題の「民間運動団体への対応」

の枠をはるかに超え､従来上里町において実施されてきた同和行政を突然全

廃する内容であった。

そして、2012年（平成24年）12月10日、上里町議会は同和行政

関連条例の廃止条例を採択し､上里町における同和行政は全廃されることと

なった。

（3）被控訴人深谷市について

深谷市長である小島進及び深谷市教育長である小柳光春は、2012年

（平成24年）2月10日に、「深谷市における今後の同和対策事業につい

て 基本方針」（甲二8号証）と題する文書を発表し、同日、同文書を別紙

として添付した通知（甲二9号証「深谷市における今後の同和対策事業に

ついて（通知)」深人権発第258号）を部落解放同盟埼玉県連合会宛に発

した。

当該文書は、「これまでの事業成果により、市民の同和問題に関する理解

も進み、また、県内の関係する自治体の状況なども変化し、主な事業の主体

2
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であった同和行政・同和教育から人権行政・人権教育の事業へと大幅な見直

しが喫緊に求められている」として、「深谷市人権・同和行政基本方針及び

深谷市人権・同和行政実施計画を平成25年3月31日をもって廃止する」

「深谷市集会所運営事業を平成25年3月31日をもって廃止する」「深谷

市同和対策事業審議会条例を平成25年3月31日をもって廃止すること」

「同和問題等に関する施策を展開している民間運動団体に対する深谷市の

対応基準を平成24年3月31日をもって廃止し､民間運動団体及びその同

一組織の上部団体が主催又は関係する「話し合い」及び総会、研修会等一切

の事業に対応しないこと」などと記載されており、従来深谷市において実施

されてきた同和行政を突然全廃する内容であった。

同文書による同和対策のすべての打ち切り措置は､早いものでは平成24

年3月31日をもって打ち切るとする内容であるにもかかわらず､何の審議

も、何の意見聴取も行なわれておらず、唐突に各種打ち切り措置のわずか2

ケ月前の平成24年2月10日に同文書を発表するという異例の事態であ

った。

そして、2012年（平成24年）12月14日、深谷市議会は同和行政

関連条例の廃止条例を採択し､深谷市における同和行政は全廃されることと

なった。

（4）小括

以上の通り、被控訴人らにおいては、いずれも本件各通知により、実質的

に各被控訴人における同和行政は全廃されることとなり、同和対策事業の基

本方針及び民間運動団体への対応の方針を変更することとなったものであ

る。

したがって、同和行政については、各通知が発せられた時点で、現実的に

は全廃されることが確定したものと言えるものであるから、同通知により控

訴人らは同和行政を受ける権利を喪失したものと言え、同通知の交付は処分

性を有するものと言える。

2 第2項「本件各廃止条例の制定行為の処分性の有無」（争点2）について

（1）ア．原判決は、「本件各設置条例は､本件各集会所等を設置するとともに、

その管理や利用方法に関する事項を一般的に定めたものにすぎないとみる

ほかなく、特に控訴人らを含む特定の個人や団体に対して、集会所等の利

用に係る権利を保障したものと解することはできない」と判示する（第3

2(2)ア26頁)。

さらに、「集会所等を同和問題の解決、人権擁護・人権教育のための拠点

3
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として利用する権利」は、具体的な内容は不明確であり、また、その設置

の根拠法令上、控訴人ら特定の個人に対して、集会所等の利用に関する権

‘利が保障されているとの結論は導かれるものではない」と判示する（同イ

（ア)27頁)。

イ．しかしながら､被控訴人らにおける各集会所条例等が、「同和問題の解決」

をその目的としている点については明らかなものである｡各集会所条例等は、

同和対策措置法以来の流れをくむ人権教育法等､社会福祉法および憲法14

条、同1条等における差別の解消および基本的人権の保護という理念．目的

を具体化するための法令である。

同和差別という問題が､控訴人ら同和地区住民の基本的人権の根幹に関わ

るものであることは言うまでもなく、同和問題の解決が実現しないというこ

とは、控訴人ら個々の同和地区住民にとって、基本的人権が侵害され続ける

極めて深刻な問題である。

一方、同和地区住民でない者にとっては、同和問題の解決は重要な問題で

はあるとしても、それが実現しないことによって、必ずしも直接的に人権を

侵害されるということはない。

したがって、集会所等条例の「同和問題の解決」「人権教育の推進」とい

う目的は、公益を目的とする一面も有するが、本質的には、実際に差別を受

けてきた、そして現在でも差別されている同和地区住民個々人の基本的人権

（すなわち個人の権利）を守ることを直接の目的とするものである。

ウ．そして、同和問題の解決を実現するためには、集会所等が単に物理的な施

設として存在しているだけではなく、集会所等が同和問題の解決等を推進

していくための一つの有機的な制度・拠点として成立していなければ、そ

の目的の実現に寄与することはできない。

集会所等が、その設置以来、同和問題の解決・人権教育の推進等のため

の拠点として大きな役割を果たすことができたのは、集会所指導員や集会

所運営委員会、同和対策審議会といった、同和問題の解決・人権教育推進

等の方策の遂行を支援していくための制度が整備されていたこと、それか

ら、控訴人らをはじめとした同和地区住民や周辺住民等が長い期間にわた

って培ってきた歴史と経験によって、集会所等が同和問題の解決等を推進

していくための一つの有機的な制度・拠点として成立していたからである。

そのような基盤があったからこそ、その設置以来、そのような連携．支

援をもとに、長い時間をかけて歴史を作り、同和問題の解消、人権教育の

推進のための実績を積み重ね、大きな役割を果たしてくることができたの

である。

以上の通り、各集会所条例等の目的である「同和問題の解決等」を実現

4



していくためには、控訴人ら同和地区住民に対して、集会所等を単に物理

的な施設として利用する権利を保障するだけでは意味がなく、集会所等を

「同和問題の解決等の拠点として利用する権利」として保障し、同和問題

の解決をするための拠点として利用していかなければならない。

そして、それは控訴人ら個々の同和地区住民が自らの手によって、同和

問題の解決・人権教育、人権擁護の推進を図っていくことが必要であり、

その活動を推進していくために、集会所等のように、同和地区住民が利用

することのできる、人的な連携が整備され公的な支援も受けた拠点となる

場が必要不可欠なのである

したがって､集会所等を｢同和問題の解決等の拠点として利用する権利」

は、控訴人らに対して特別な個人的利益として保障されているものである。

エ．以上の通り、各集会所条例等は、控訴人ら個々人に対して、集会所等を

同和問題の解決、人権擁護・人権教育の推進の拠点として利用する権利を、

公益の反射的利益としてではなく、個人的利益として具体的に保護している

ものであることは明らかである。

（2）原判決において、「人権教育法は、…一般的、抽象的なものに過ぎず、特

定の個人や団体に対して、集会所等の利用に関する何らかの具体的な権利

を保障したものと解することはできない」と判示する（同イ（ア）27頁)。

しかしながら、控訴人らの上記の権利は、人権教育法によっては具体的

な権利として保障されていないとしても、各集会所条例の制定によって具

体化されているものであり、控訴人ら特定の個人の具体的権利として保障

されているものである。

この点については、集会の自由（憲法21条1項）および生存権（同法

25条）についても同様である（原判決判示 同（イ）28頁)。

3 第3項（3）「同和対策事業の継続に対する信頼の侵害」について

（1）原判決が機械的に最高裁昭和56年1月27日第三小法廷判決の基準を

本件に援用することは誤っている

原判決においては、信頼保護の原則が適用される場合の判断基準とし

て、最高裁昭和56年1月27日第三小法廷判決の判示する内容を挙げ、

①当該地方公共団体が、特定の者に対して当該施策に適合する特定内容

の活動をすることを促す個別的、具体的な勧告ないし勧誘を行い、② そ

の活動が相当長期にわたる当該施策の継続を前提として初めてこれに投

入する資金又は労力に相応する効果を生じ得る性質のものであるような

場合であることを要するとする（第33(3)ア 32頁）
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しかしながら、同判決が信頼保護の原則にかかる判例であることを否

定するものではないが、同判決の事案は本件とは事情が異なり、行政の

施策を信頼して業務活動のための投資を行ったという事案であって、い

わば当事者間に契約関係に類似する一定の関係が形成されたことを前提

とするケースであるから、同判決において示された基準は、当該事例の

具体的事情に合わせて導かれたものに過ぎない。

同事案のように、行政が企業等を誘致をし、その営業のために資金等

を投入するような場合でなくても、行政と市民との間に信頼関係が生じ

ることは当然ありうるものである。

佐藤英善元早稲田大学教授（行政法）によれば、法律による行政の見

地からあらゆる行政活動が具体的法規範によって規律されることが理想

ではあるが、政策形成や計画策定のように事実上の行政活動によって形

成された法関係等の､複数の場面において､規律する法規範が存在せず、

そのために「信頼保護の原則」が妥当する場面が生じるとされている（甲

イ12号証)。佐藤元教授によれば、「信頼保護の原則」が妥当する場面

をケースAからケースEまでの5種類に分類した上で、政策形成の場面

においては「政策形成は適宜行い得るのが原則」ではあるが、「他方、法

律との衝突関係が生じにくいことから、一定の条件の下では信頼保護の

原則も認めやすい」として、むしろ、政策形成のケースにおいては信頼

保護の原則が妥当する場面を広範囲に認めやすいとしているのである。

この点、原判決は「被告らが運動団体との間で行ってきた行政交渉は

法令上の根拠があるものではないこと」を「考慮すると」「原告らの集会

所等の継続を含む同和政策事業の継続に対する信頼が法的保護に値する

ものということはできない」と判示しているところであるが（原判決3

3頁)、信頼保護の原則はもともとが行政と対象者との間に法令上の根拠

が存在しないことを前提とした場合の法理なのであるから、「行政交渉は

法令上の根拠がない」ことを理由として信頼保護の適用を否定すること

は背理であり、完全に誤っている。控訴人らと被控訴人らとの間で実施

されてきた行政交渉に法令上の根拠がないことを前提としつつ、それで

も、行政を信頼した当事者を保護すべきかを検討する際の法理が「信頼

保護の原則」なのである。原判決は、信頼保護の原則を検討すべき場面

について、何ら理解しないまま、誤った前提で「信頼保護の原則」につ

いて検討するという全くの誤謬を犯しているのであるから、直ちに破棄

されなければならない。

(2） 信頼保護の原則は、契約類似の場面以外にも広範囲に適用される法理
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である

信頼保護の原則は、原判決が機械的に援用した最高裁昭和56年1月

27日第三小法廷判決、すなわち契約類似の場面以外にも広範囲に適用

される法理である。

例えば、判例・裁判例においても在留許可や社会保障制度についての

行政の誤った指導によって被った損害についても信頼保護の原則が適用

されているほか、郵便法違憲判決（最高裁大法廷平成14年9月11日

判決）においても、「書留郵便物が適正かつ確実に配達されることに対す

る信頼は、書留の取扱いを選択した差出人はもとより、書留郵便物の利

用に関係を有する者にとっても法的に保護されるべき利益である」と判

示しており、行政との信頼関係というのは、広く様々な場面において発

生するものであって、その保護の必要性が生じるものである。

特に、郵便法違憲判決は、書留郵便（特別送達）を利用した差出人た

る裁判所書記官（郵便局との関係では契約当事者）以外の、「書留郵便の

利用に関係を有する者」（当該事件においては差押債権者）という第三者

が有する「信頼」に対して法的保護を与えている点で、注目すべき内容

を有している。

すなわち、郵便法違憲判決は、行政との間で形成された信頼を保護す

べき場面というのは、事業投資活動の実施といった契約類似の関係が生

じた場面に限られる者ではなく、契約類似の関係すら存在しない全くの

第三者との関係でも行政に対する信頼を保護すべき場面があることを示

している。

本件においては、控訴人ら同和地区住民と行政との間の信頼関係は、

上記昭和56年判決の事案よりも、はるかに長い時間をかけて形成して

きたものであり、その関係はより強固なものである。そして、その目的

は経済的な利益ではなく、差別という基本的人権にかかわるものであっ

て、本件における行政と控訴人ら同和地区住民との信頼関係は同判決の

事案よりもより強く保護されるべきものであると言える。

従って、昭和56年判決で採用された基準を参照することがあったと

しても、同判決の示す基準は、一般的な法理としては、①の要件は「特

定の施策によって利益を受ける私人が、当該施策が今後も継続的に行わ

れるであろうと期待するに至った客観的な事情が存在していたというこ

と」を意味するものであり、②の要件は「当該施策の継続によって、私

人の側に相応の権利・利益がもたらされる」ということであり、本件の

事案においては当該基準によって判断すべきものである。

庁
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本件において、控訴人らの行政活動に対する信頼は保護されるべき信頼

であることは明らかである

控訴人らが所属する部落解放同盟と被控訴人ら各自治体との間で実施

されてきた行政交渉は、多年にわたり、年間3回もの回数を実施して、

事前の運動団体側からの要求項目の整理と行政からの事前回答に基づい

て実施されてきた。控訴人らが所属する部落解放同盟以外の他の解放運

動団体と行政との間でも、別途行政交渉が実施されており、その中では

行政との間で口論やトラブルも存在したようであるが（甲ハ25号証)、

少なくとも控訴人らが所属する部落解放同盟と行政との間の行政交渉は

整然と行われ、格別のトラブルも生じていなかった。

行政交渉の結果として、控訴人らが居住する同和地区においては道路

や上下水道などのインフラ設備について、他の地区とほぼ同様のレベル

にまで進捗してきたほか、同和教育や同和地区の地域活動への取り組み

とその支援を行政が確約し、部落差別解消に向けての積極的な姿勢を示

すことで、今なお残る部落差別の解消に向けての施策が長年にわたって

実施されてきた。

そして、被控訴人ら3自治体においては、そのいずれもが、同和行政

全廃を宣言する直前の行政交渉において、従来とほぼ同規模・同内容の

同和行政（集会所事業の実施も含む）を実施する旨の回答を行っていた

のである。

そのため、控訴人らをはじめとする同和地区の住民は、従前とほぼ同

規模･同内容の同和行政（集会所事業の実施も含む）が実施されること

を当然期待していた。

従って、本件においては、上述した①の「特定の施策によって利益を

受ける私人が、当該施策が今後も継続的に行われるであろうと期待する

に至った客観的な事情が存在していたということ」の要件は当然に満た

すものである。

また、上述した②の要件である「当該施策の継続によって、私人の側

に相応の権利・利益がもたらされる」という点も、当然に満たされる。

従来と少なくとも同規模・同内容の同和行政が実施されることで、控訴

人らは集会所を利用して様々な地域活動を行い、地域活動を通じて被差

別部落に対する偏見を解消してゆくことが可能だったのであり、「相応の

権利・利益」を有していたことは明らかである。控訴人の中には集会所

の運営委員を務めるなど、集会所事業の実施に深く関係を有する者も含

まれており、当該控訴人らにとってみれば集会所事業が継続されること

は、自らも積極的に部落差別解消に向けての活動をなしうるということ

(3）
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であるから、当該控訴人に関する権利･利益はより強固であると言える。

以上からすれば、控訴人らの同和行政の継続に対する信頼は法的に保

護に値することは明らかであって、当該信頼を穀損した被控訴人らの行

為に国家賠償法上の違法性が認められることも明白である。

（4）原判決が「信頼保護の原則」を否定するにあたり手続違法についての解

釈を誤り、かつ、理由不備を犯していること

原判決は、控訴人らに対して「信頼保護の原則」の適用を否定するに

あたり、「条例の制定過程において、どのような審議や手続を経るかは、

議会が、必要な情報を取捨選択した上で、様々な事情を総合考慮して、

その裁量の下で判断すべきことであり」「被告らの議会における審議の過

程において、原告らを含む被差別者の参加の手続が必要不可欠なもので

あったことをうかがわせる事情はない」と判示する（原判決33頁)。

しかしながら、行政手続法13条においては、行政が不利益処分を課

す際には、当事者に対して聴聞または弁明の機会の付与をしなければな

らないと定めている。本件においては、控訴人らは集会所等を利用する

権利を一切失うことになるものであり、不利益処分に該当するか、少な

くともそれと同視しうるものである。

そして、事実として、控訴人ら当事者との間で長期にわたる信頼関係

を築いてきたものである以上、当事者からの意見の聴取等の何らかの手

続きを経ることが必要不可欠なものであったと言える。だからこそ、被

控訴人らにおいても、訴訟上、控訴人らから意見を聴取した旨の主張を

行っているのであり、当事者の意見聴取を含む手続参加が必要であった

ことについて、訴訟当事者においては実質的な争いはない。ひとり原判

決だけが、意見聴取という最低限のレベルも含め、控訴人らの手続参加

は不要であると断定しているのである。

そもそも、差別の解消を図るにあたっては、被差別の当事者抜きで方

針を決定することはゆるされないものである。

例えば、障害者自立支援法に対し、同法が障害を自己責任とする仕組

みを有することに対して激しい批判が沸き起こり、多数の違憲訴訟が提

起された結果、同訴訟の原告団と厚生労働省が「基本合意」を締結し、

最終的に同法は廃止された。当該「基本合意」においては、障害者自立

支援法が「障害者の意見を十分踏まえることなく、拙速に制度を施行す

る…ことにより…障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し

…障害者及びその家族に心から反省の意を表明するとともに、この反省

を踏まえ、今後の施策の立案・実施にあたり…障害者の参画の下に十分

9
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な議論を行う」と表明している。

あるいは、障害者の権利条約の制定にあたっては、従来国際条約の締

結にあたっては政府関係者のみが作業に参加していたのに対し、障害者

団体の関係者が作業に参加し「Nothing without us about us｣ (自分たち

のことを決めるのに、自分たち抜きで決めないで）を合言葉に条約の起

草作業に当たった(証■尋問'一'')。
そして、被控訴人らにおいて従来実施されてきた同和行政のプロセス

は、数次の行政交渉を積み重ね、お互いの意見を述べあった上で実施す

る事業の内容を確定していったというものであるから、優れて、被差別

の当事者を参加し、包摂する手続きの下で実践されてきたものである。

人権問題は､当事者の意見を聞くのが大原則であり(証人|■尋問2‐
6)､当事者の意見なくして同和行政はありえなかったのである(証人■
酢間結果)｡被控訴人らの同和行政の全廃は､かかる被差別の当事者の
意見を一切聞かずになされたものであって、手続きの面からも許されな

いことは明白である。

そうであるにもかかわらず、控訴人らの意見聴取すら不要であると断

言する原判決の誤りは明白である。

加えて、原判決は、廃止条例の制定過程においては「必要な情報を取

捨選択した上で、様々な事情を総合考慮」すべきであると判示しておき

ながら、では、被控訴人の議会において、どのような情報が「必要な情

報」として取捨あるいは選択されたのか、どのような事情を「総合考慮」

したのかについては、全く触れることがない。

これでは、被控訴人らの同和行政廃止に関する裁量について全くの自

由裁量であると認めていることと何ら変わりない。

裁量権について検討すべき事項を判示したのであれば、本件における

具体的事情の下で、いかなる事情をどう判断した結果、手続違法がない

という結論に至ったのか、きちんと判示しなければならないはずである。

それにもかかわらず、何の具体的事情も検討せずに手続違法がなかっ

たと結論づける原判決には、理由不備の違法があることも明らかである。

（5）まとめ

以上より、原判決が「信頼保護の原則」の適用を否定する部分につい

ては、そもそも「信頼保護の原則」に関する根本的な理解の誤りが存在

することに加え、事例が異なるにもかかわらず最高裁昭和56年1月2

7日第三小法廷判決の基準を機械的に適用した誤りが存在し、さらに手

続違法に関する解釈の誤り及び理由不備を犯したものであって、完全に
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誤っていることは明らかである。

原判決には重大な事実誤認が存在する

原判決は、被控訴人らにおける同和行政の実施内容という根本的な事実

認定において誤りを犯している

原判決は、被控訴人らが廃止した同和行政について、「平成14年に国に

よる特別対策が終了し、被告らにおいても一般対策への移行の過程にあっ

た」旨の事実認定を行っている（原判決33頁)。

しかしながら、平成14年（2002年）に「地域改善対策特定事業に

係る国財政上の特別措置に関する法律」が時限立法の年限を迎えたことに

より、いわゆる特別対策としての同和事業は終了し、以後の同和行政は全

て「人権教育・人権啓発の推進に関する法律」等に基づく一般対策として

の同和事業に移行している。被控訴人ら3自治体が一方的に廃止を宣言し

た、集会所事業を始めとする同和行政についても、2002年より後は全

て、一般対策としての同和事業という法的位置付けで実施されている。

時限立法の年限により、同和行政が特別対策から一般対策に切り替わっ

たことは、同和行政に関する極めて基礎的な知識であり、被控訴人ら3自

治体においても当然の前提として認めている争いのない事実である。また、

原判決も、「前提となる事実（当事者間に争いがないか、掲記した証拠及び

弁論の全趣旨により容易に認められる事実)」の項において、国による同和

行政に関する法制度に関する記述として「平成14年度以降の同和対策に

ついては、同和地区のニーズに対しては、他の地域と同様に地域の状況や

事業の必要性の的確な把握に努めた上で、所要の一般対策を講じて行くこ

とによって対応することとされていた」との事実認定を行っているところ

である（原判決4頁)。

しかしながら、原判決は、廃止された被控訴人ら3自治体における同和

行政の実施状況についてのみ、唐突に、何の認定証拠も援用せず、「特別対

策（から）一般対策への移行の過程にあった」などと認定して、時限立法

の年限後も特別対策が残存していた旨の事実認定を行っているのである。

これは極めて基本的な事実認定に関する誤りであり、唖然とするほかない。

２
１

第

2 原判決の誤りはその後の判断に全て影響する重大な事実誤認である

原判決の上記事実認定に関する誤りは、被控訴人らが断行した「同和行政

の全廃｣の違法性を争う本件訴訟においては､致命的な誤りというほかない。

原判決は、直接的には、被控訴人ら3自治体における同和行政が「特別対

策（から）一般対策への移行の過程にあった」旨の認定について、控訴人ら
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による同和行政継続に対する信頼保護を否定する理由として用いている。

しかしながら、上記事実認定の誤りは「信頼保護の原則」に関する判断に

のみ影響する問題ではなく、被控訴人らによる同和行政全廃についての裁量

権の逸脱・濫用の有無を判断する際にも影響する事情である。被控訴人らに

よる同和行政の全廃について、その是非（違法性）を問うという本件訴訟に

おいて、被控訴人ら3自治体における同和行政の実施状況という、まさに基

本的な前提事実に関する誤りを犯している以上､その後の法的判断を含めて

原判決の論理構造全体が前提を欠くことになるのであって､原判決は破棄を

免れない。

第3 原判決には理由不備の誤りが存在する

1 原判決は、被控訴人ら3自治体内において現在も残る部落差別について

全く触れることがない

原判決は、被控訴人ら自治体において、現在、部落差別が存在しているの

かいないのか､存在している場合にはその実情はどのようなものなのかにつ

いて、一切触れることがない。原審の判決文からは、被控訴人ら3自治体に

おける部落差別の実情が、きれいさっぱり抜け落ちているのである。

控訴人らは、原審において、控訴人ら全員の陳述耆等を提出して現在も残

る部落差別の実情についてつぶさに立証を行ったし､被告深谷市におけるア

ンケート結果（投票用紙）に、同和地区集会所に対して「きたない」「貴方

方たちの使ったものはいらない」「早く燃やせ」「目ざわり」などと露骨な差

別文言が記載されていた事実についても当該投票用紙（甲二11号証）を提

出するなどして具体的に立証した(甲二’3号証･I ｜陳述書｣参照)。
証人尋問や原告本人尋問においても、部落差別の現状について、時間の許す

限り法廷で供述した。また、部落差別解消法案の内容について書証として提

出し、同法案の立法理由として、現在も部落差別が存在していることが明記

してあることを立証した（甲イ9，10，11－1，2号証。なお、同法案

は今国会において成立予定である)。

それにもかかわらず、原審の判決文からは、被控訴人ら3自治体における

部落差別の実情が、きれいさっぱり抜け落ちているのである。

2 原判決が部落差別の現状について触れないことは理由不備の違法がある

原判決が、被控訴人ら3自治体における部落差別の実情についてなんら

触れることなく、徹底して言及を避けたことは、単に事実認定として不当で

あるのみならず、判決における理由不備を構成するものであるから、原判決

は直ちに破棄されなければならない。
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＄
」

原判決は、日控訴人らによる同和行政全廃の措置が国家賠償法上、違法と

評価されるかという点に関し、「集会所等の廃止については、時代の状況や

地域の実情、集会所等の利用の実態及び状況等、集会所等を取り巻く諸事情

を総合的に考慮した上でされる設置者の政策的な裁量判断に委ねられてい

る」「部落差別の実情や改善の程度、代替措置の有無や有効性は、上記裁量

判断において考慮される諸事情の1つにすぎない」と述べて、結論において

違法性を否定した（原判決30頁)。

かかる原判決の論理は、同和行政について「過渡的な特殊行政ではなく、

部落差別が現存する限り積極的に推進されなければならない」と位置付けた

同和対策審議会答申が、地域改善対策協議会意見具申においても踏襲され、

「人権教育・人権啓発の推進に関する法律」に基づく基本計画の中でも「地

域改善対策協議会の意見具申の趣旨に留意し」と明記されて、現在でも同和

行政が法的に｢部落差別が現存する限り積極的に推進されなければならない」

とされていることを踏まえず、「部落差別の実情」について「裁量判断の諸

事情の1つ」などと既めている点で､ 法律解釈の問題としても誤っている。

仮に、その点を措いたとしても、原判決が自らが採用した論理に従うなら

ば、「部落差別の実情」について「裁量判断において考慮される」べき事情

として具体的に原判決内において検討しなければ､結論を出せないはずであ

る。

しかしながら原判決は、上述したとおり、被控訴人ら3自治体における部

落差別の実情についてなんら触れることなく国家賠償法上の違法性を否定

する判断を導いているのであって、そこには明確な理由不備がある。

「貴方方たちの使ったものはいらない」「早く燃やせ」「目ざわり」などと

露骨な差別文言に言及し、あるいは、現在も戸籍の不正請求を利用した身元

調査が行われている事実を判決に掲記すれば、必然的に、同和行政を現在に

おいても継続すべき必要性についても触れざるを得なくなる。そのため、原

判決は､意図的に被控訴人ら3自治体における部落差別の実情について触れ

ることを避けたのではないかとの疑いを払拭することができない。

いずれにせよ、原判決は、自ら掲げた判断基準にすら従わず、被控訴人ら

3自治体における部落差別の実情について全く触れなかったという理由不

備の違法を犯したものであるから、直ちに破棄されるべきである。

第4 結論

以上により、原判決は、本件各通知及び本件各廃止条例の制定行為の処

分性についての判断を誤っており、また、信頼の原則についての解釈及び

適用を誤っており、さらに、重大な事実誤認及び理由不備の誤りが存在す
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るから、速やかに破棄されるべきである。

なお、控訴人らは、後日、部落差別の現実についての控訴人尋問及び信

頼の原則等についての学者証人の尋問を求める証拠申出を行い、また、現

在国会で審理中である部落差別解消法案（甲イ9号証)が成立した段階で、

部落差別の存在及び被控訴人らの部落差別解消についての責務について主

張、立証を補充する予定である。

以上
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